新　　旧　　対　　照　　表

　　　　　　　　　　　　　　　（新）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（旧）

	平成30年度高知県外国人看護師候補者就労研修支援事業費補助金交付要綱

（抜粋）

第１条　～　第５条　略

第６条

(１)～(６)　略
(７)　補助金の交付を申請するに当たって、当該補助金に関する消費税仕入控除税額等（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除することができる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して申請しなければならないこと。ただし、申請時において当該消費税仕入控除税額等が明らかでないものについては、この限りでない。
(12)　補助事業者は、納期限の到来した県税について滞納がないこと。
第７条　～　第９条　略

（附　則）

１　この要綱は、平成30年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、同年３月22日から施行する。
２　この要綱は、平成31年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補助金については、第６条第４号から第６号及び第８号から第９号まで並びに第７条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

３　第４条の規定による申請は、この要綱の施行の日前においても行うことができる。

別表第１（第３条関係）　略

別記　第１号様式（第４条関係）

３　添付書類

(１)～（６）　略
(７)　県税事務所で発行する全税目の納税証明書（発行後３ヶ月以内のもの）
(８)　(１)から(７)までに掲げるもののほか、参考となる書類

第２号様式（第６条関係）～第４号様式（第９条関係）　略
	平成29年度高知県外国人看護師候補者就労研修支援事業費補助金交付要綱

（抜粋）

第１条　～　第５条　略

第６条

(１)～(６)　略
(７)　補助金の交付を申請するに当たって、当該補助金に関する消費税仕入控除税額等（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して申請しなければならないこと。ただし、申請時において当該消費税仕入控除税額等が明らかでないものについては、この限りでない。
第７条　～　第９条　略

（附　則）

１　この要綱は、平成29年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、同年３月21日から施行する。
２　この要綱は、平成30年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付された補助金については、第６条第４号から第６号及び第８号から第９号まで並びに第７条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

３　第４条の規定による申請は、この要綱の施行の日前においても行うことができる。

別表第１（第３条関係）　略
別記　第１号様式（第４条関係）

３　添付書類

(１)～（６）　略
(７)　(１)から(６)までに掲げるもののほか、参考となる書類

第２号様式（第６条関係）～第４号様式（第９条関係）　略


